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簡
素
＝
シ
ン
プ
ル
で
、
公
正
＝
フ
ェ

ア
で
、
理
に
叶
っ
た
＝
ロ
ジ
カ
ル
な
税

制
。
三
原
則
に
照
ら
し
合
わ
せ
て
現
行

税
制
の
問
題
点
を
指
摘
す
べ
き
に
も
拘

ら
ず
、
三
度
目
の
狼
少
年
で
消
費
税
率

年
で
満
30
年
。
他
方
、「
入
口
」
で
捕

捉
可
能
な
割
合
が
給
与
所
得
者
・
自
営

業
者
・
農
業
従
事
者
で
著
し
く
異
な
る
、

「
九く
ろ
よ
ん

六
四
」状
態
は
一
向
に
解
消
さ
れ
ず
。

Ｉ
Ｔ
電
算
化
に
続
く
Ａ
Ｉ
電
脳
化
で
、

よ
り
一
層
の
省
力
化
が
進
む
税
務
現
場

の
雇
用
を
保
持
す
る
上
で
も
、
給
与
所

得
者
に
も
確
定
申
告
を
導
入
す
べ
き
。

「
軽
減
税
率
」
と
は
即
ち
特
定
品
目
の

み
に
関
す
る
上
か
ら
目
線
な
〝
お
上
〞

か
ら
の
〝
お
目め
こ
ぼ溢
し
〞。
日
常
必
需
品

以
外
に
課
税
す
る
欧
州
の
付
加
価
値
税

＝V
alue A

dded T
ax

と
は
発
想
が

異
な
る
の
で
す
。

　

英
国
で
は
医
療
・
教
育
・
福
祉
・
金

融
・
保
険
・
郵
便
は
非
課
税
。
医
薬
品
・

ベ
ビ
ー
フ
ー
ド
・
ド
ッ
グ
フ
ー
ド
・
公

共
交
通
・
上
下
水
道
・
書
籍
・
新
聞
・

雑
誌
・
Ｃ
Ｄ
・
障
害
者
用
機
器
・
乳
児

衣
料
・
児
童
衣
料
・
ヘ
ル
メ
ッ
ト
、
そ

し
て
大
部
分
の
食
料
品
が
ゼ
ロ
税
率
。

　

電
気
・
ガ
ス
、
何
故
か
生
理
用
品
は

縮
小
税
率
５
％
。
そ
れ
以
外
の
ア
ル
コ

ー
ル
・
菓
子
・
外
食
、
更
に
は
毛
皮
を

含
む
成
人
衣
料
が
Ｖ
Ａ
Ｔ
割
増
税
率
20

％
の
対
象
。
非
課
税
・
ゼ
ロ
税
率
の
分

野
も
含
む
全
て
の
消
費
で
均な
ら

し
た
な
ら
、

そ
れ
は
８
％
前
後
。
日
本
と
同
じ
で
す
。

高
福
祉
・
高
負
担
の
北
欧
諸
国
と
異
な

り
、
日
本
同
様
に
低
福
祉
・
中
負
担
な

英
国
の
、
そ
れ
が
付
加
価
値
税
。

　

電
卓
し
か
持
ち
合
わ
せ
て
い
な
か
っ

た
往
時
、
弱
小
業
者
虐
め
だ
と
喧け
ん

々け
ん

囂ご
う

々ご
う

、
中
曽
根
康
弘
翁
が
導
入
を
断

念
し
た
取
引
明
細
書
＝
イ
ン
ヴ
ォ
イ
ス
。

今
や
パ
パ
マ
マ
ス
ト
ア
も
ノラ

ッ

プ

ト

ッ

ー
ト
パ
ソ

コプン
、
タ
ブ
レ
ッ
ト
を
保
有
す
る
時
代
。

而し
か

し
て
イ
ン
ヴ
ォ
イ
ス
導
入
は
、
日
本

の
モ
ノ
作
り
産
業
を
支
え
る
中
小
零
細

業
者
へ
の
福
音
と
も
な
り
ま
す
。

　

消
費
税
率
10
％
引
上
後
は
年
間
６
兆

円
に
膨
ら
む
「
輸
出
戻
し
税
」。
制
度

自
体
は「
国
際
会
計
基
準
」。が
、製
造・

流
通
の
中
間
段
階
で
業
者
が
納
付
の
消

費
税
率
と
税
額
が
日
本
で
は
記
録
に
残

ら
ず
、
故
に
材
料
や
部
品
の
納
入
業
者

に
還
付
さ
れ
る
筈
の
輸
出
戻
し
税
額
は
、

最
終
販
売
業
者
の
自
動
車
、
電
子
機
器

等
の
超
大
産
業
に
纏
め
て
還
付
さ
れ
、

「
不
労
所
得
」
と
化
し
て
い
ま
す
。

「
先
進
国
」
の
議
会
で
は
、
実
際
に
事

業
展
開
し
て
い
る
国
で
税
金
を
納
め
て

い
な
い
Ｇ
Ａ
Ｆ
Ａ（G

oogle

・A
pple

・

F
acebook

・A
m
azon

）
と
呼
ば
れ

る
「
無
国
籍
企
業
」
の
経
営
幹
部
を
問

い
糺
す
聴
聞
会
が
相
次
い
で
い
ま
す
。

翻
っ
て
日
本
。
連
結
決
算
の
上
場
企
業

の
66
％
が
国
税
の
法
人
税
、
地
方
税
の

法
人
事
業
税
を
１
円
も
納
め
て
い
ま
せ

ん
。
衆
議
院
議
員
時
代
の
僕
の
代
表
質

問
で
財
務
省
も
認
め
た
事
実
で
す
。

　

韓
国
生
ま
れ
の
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
は
２
０
１

８
年
１
〜
９
月
期
連
結
決
算
の
最
終
損

益
で
赤
字
60
億
円
を
計
上
。
ス
マ
ホ
決

済
や
音
声
Ａ
Ｉ
の
新
規
事
業
拡
大
に
伴

う
販
売
促
進
費
等
の
先
行
投
資
、
更
に

韓
国
で
写
真
ア
プ
リ
を
展
開
す
る
持
ち

分
法
適
用
会
社
の
赤
字
拡
大
が
理
由
、

と
発
表
し
て
い
ま
す
。

　

売
上
収
益
は
前
年
同
期
比
25
％
増
の

１
５
１
２
億
円
。
無
料
対
話
ア
プ
リ

「
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
」
関
連
「
コ
ア
事
業
」
売

上
高
は
20
％
増
。
広
告
収
入
も
46
％
増
。

資
本
金
７
８
０
億
円
の
「
余
裕
」
た
れ

ば
こ
そ
可
能
な
先
行
投
資
で
す
。
問
題

は
一ひ
と
た
び度
、
赤
字
転
落
す
る
と
、
法
人
都

道
府
県
民
税
80
万
円
以
外
の
法
人
税
、

法
人
事
業
税
が
最
低
で
も
５
年
間
は
ゼ

ロ
円
と
な
る
「
繰
越
欠
損
金
制
度
」。

故
に
日
本
企
業
の
当
期
純
利
益
は
過
去

５
年
間
２
・
５
倍
に
膨
張
す
る
も
、
法

人
税
収
は
10
兆
円
前
後
に
低
迷
中
。

　

こ
の
理
不
尽
さ
を
解
消
す
べ
く
、
事

業
規
模
や
活
動
量
を
基
準
に
課
税
す
る

新
し
い
外
形
標
準
課
税
へ
と
抜
本
的
に

刷
新
す
べ
き
。
そ
れ
は
、
自
治
体
が
事

業
所
を
誘
致
し
て
も
法
人
税
・
法
人
事

業
税
が
本
社
登
記
地
の
東
京
・
大
阪
・

愛
知
に
支
払
わ
れ
る
理
不
尽
さ
を
解
消

す
る
「
地
域
主
権
」
に
も
繋
が
り
ま
す
。

引
上
延
期
か
、
と
ワ
イ
ド
シ
ョ
ー
的
視

点
な
日
本
の
メ
デ
ィ
ア
で
す
。

　

収
入
、
支
出
、
そ
の
何
れ
か
で
徴
収

す
る
し
か
な
い
税
金
。「
出
口
」
で
課

す
る
平
成
元
年
の
消
費
税
導
入
か
ら
来 理に叶った税制

★
次
号
12
月
号
の
発
行
日
は
11
月
30
日
で
す
。


